
 
 

 

HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理説明文 

（手引書）の多言語版作成について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

平成 30年の食品衛生法の改正により、原則、全ての食品等事業者を対

象に HACCP（ハサップ）に沿った衛生管理が義務化されたが、衛生管理に

関する説明文（手引書）が日本語版のみであり、外国人は理解に苦慮して

いることから、外国人にも理解できるよう手引書の多言語版の作成を要

望します。 

  



 
 

 

   国の循環型社会形成推進交付金による市町村への 

財政支援の拡充について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

循環型社会形成推進交付金制度は、市町村等が実施するごみ焼却施設、

最終処分場などの廃棄物処理施設整備に必要な財源を確保する上で欠く

ことのできない制度であることから、実施年度において実施計画に見合

った所要額が確実に満額交付されるよう要望します。 

また、し尿処理施設も含めた全ての廃棄物処理施設の整備について、用

地費や施設の移転更新時における旧施設の解体撤去工事費、管理棟を含

む必要な建屋部分についても交付対象とするとともに、住民理解を得る

ための周辺環境整備に要する費用について、新たに対象とすることを要

望します。 

 

 

  



 
 

 

   公共性の高い農業用施設改修に係る農業者の 

負担軽減について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

排水路等農業用施設の改修は、受益者である農業者の負担とされてい

るが、農業従事者数の減少、担い手の高齢化・多様化等の理由から、改修

に係る１戸当たりの農家負担が大きくなっており、受益者の農家が改修

を希望しない場合、農地（国土）の荒廃が懸念される。農業用施設の国土

保全、流域治水対策等の観点から、土地改良制度の見直しにより農業者の

費用負担をなくすことや多面的機能支払事業の拡充・継続など、更なる財

政支援を要望します。 

  



 
 

 

畜産関係獣医師の確保対策について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

牛飼養戸数頭数が減少しているが、産業動物臨床獣医師も減少してお

り、獣医師１人当たりの診療戸数頭数が増加するために必要なワクチン

接種等が十分に行われなくなり、安全・安心で安定した畜産物の生産に支

障が生じることが懸念される。 

よって、地方において慢性的に不足している産業動物臨床獣医師の確

保のための施策を要望します。 

  



 
 

 

都市計画法上の開発行為に関する一体性の 

判断基準等の設置について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

地域住民に安全・安心で良好な住環境を提供できる土地利用を図ると

ともに、遵法して事業を行う事業者に不公平感が出ないよう、都市計画法

上の開発行為に関する一体性について、県下で統一的な判断基準等の設

置を要望します。 

  



 
 

 

  流域全体で水害を軽減させる「流域治水」への転換に 

おける市町村の取組に係る財政支援について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

水害の激甚化を踏まえ国が提唱する「流域治水」への転換に向け、流域

自治体が実施する各種取組に要する費用について、財源の確保が課題で

あることから財政支援策を早急に講じるよう要望します。 

また、農業者の理解と協力を得られやすくするため、基本となる運用方

針を示されるよう要望します。 

  



 
 

 

学校の再編・統合に伴う加配教員配置の拡充について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

小・中学校の再編統合を効果的に進めるため、保護者や市民が教育の質

の向上が図られたと実感できるよう、再編・統合後における市全体の減員

となる教職員数を考慮いただき、規模に応じて３名から５名の加配教職

員を配置するよう加配教員の更なる拡充を要望します。 

 

 

  



 
 

 

   NTC（ナショナルトレーニングセンター）競技別強化 

拠点施設の指定獲得に関する県の支援について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

NTC（ナショナルトレーニングセンター）競技別強化拠点施設の指定を

受けることは、認知度の向上はもとより、スポーツ合宿などによる誘客、

関係人口の拡大に繋がり、自治体のみならず県にとっても有益なもので

あることから、新たに NTC競技別強化拠点施設の指定を目指すため、国、

関係機関等への働きかけに対する支援を要望します。 

  



 
 

 

外国人英語指導助手（ALT）の配置に係る 

財政支援について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

児童が生きた英語に触れる機会の拡大・充実を図るため、外国人英語指

導助手（ALT）配置に係る財政支援を要望します。 

  



 
 

 

歩行者利便増進道路制度（ほこみち制度）の 

施行に伴う車道交通規制基準の緩和について 

 

 

令和３年９月 13日  

長野県議会 

議長 宮 本 衡 司 様 

 

長野県市長会会長 

大町市長 牛 越   徹 

 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、テラス席の設置等の路上利

用に伴う道路占用の特例措置から歩行者利便増進道路制度（ほこみち制

度）に移行する令和３年 10月以降についても、未だコロナウイルス感染

症の影響から脱却できない飲食店等を継続的に支援するとともに、歩行

者の滞留空間、賑わいを創出するための公共空間利活用が恒常化されて

いくよう、「ほこみち制度」に伴う路上利用を理由とした車道の交通規制

基準の緩和を要望します。 

 

 


